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様式第５－（ロ）－① 

中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定による認定申請書（ロ）－①【原油等価格の高騰用】 

［営んでいる事業がすべて指定業種に属する場合］ 

広島市長 様                                令和  年  月  日 

 

申 請 者                      

 

住 所                      

 

氏 名                      

 

私は、表に記載する業を営んでいますが、下記のとおり、主要原材料である原油及び石油製品（以下「原油等」

という。）の価格が著しく上昇しているにもかかわらず、製品等価格の引上げが著しく困難であるため、経営の安

定に支障が生じておりますので、中小企業信用保険法第２条第５項第５号の規定に基づき認定されるようお願いし

ます。 

（表）  

   

   

注 1）営んでいる事業が属する業種を日本標準産業分類の細分類番号と細分類業種名で全て記載。 

注 2）当該指定業種が複数ある場合には、その中で、最近 1 年間で最も売上高等が大きい事業が属する指定業種を左上の太枠に記載。  

記 

１ 原油等の仕入単価の上昇（認定要件：上昇率≧２０％） 

  Ｅ 

  ｅ                            上昇率       ％ 

 Ｅ：原油等の最近１か月間における平均仕入単価                           円 

 ｅ：Ｅの期間に対応する前年１か月間の平均仕入単価                         円  

２ 原油等が売上原価に占める割合（認定要件：依存率≧２０％） 

  Ｓ 

  Ｃ                            依存率       ％ 

 Ｃ：申込時点で最新の決算書上の売上原価                              円 

 Ｓ：Ｃの売上原価に対応する原油等の仕入価格                            円   

３ 製品等価格への転嫁の状況（認定要件：Ｐ＞０） 

  Ａ  ａ 

  Ｂ  ｂ                         Ｐ＝        ％ 

 Ａ：申込時点における最近３か月間の原油等の仕入価格                        円 

 ａ：Ａの期間に対応する前年３か月間の原油等の仕入価格                       円 

 Ｂ：申込時点における最近３か月間の売上高                             円 

 ｂ：Ｂの期間に対応する前年３か月間の売上高                            円 

（留意事項） 

① 本認定とは別に、金融機関及び信用保証協会による金融上の審査があります。 

② 市長から認定を受けた後、本認定の有効期間内に金融機関又は信用保証協会に対して、経営安定関連保証の申込みを行うこ

とが必要です。 

 広産産第    号 

令和   年  月  日 

 申請のとおり相違ないことを認定します。 

（注）本認定書の有効期間：令和   年  月  日から令和   年  月  日まで 

 

 

認定者名    広島市長                    印 

 

× １００ － １００ 

 

× １００ 

 

（  －  ） × １００ ＝ Ｐ 



 

中小企業信用保険法第２条第５項第５号（ロ）－① 

原油高対策認定要件及び必要書類について 

 

【認定要件】 

国の指定する「業況の悪化している業種」に該当し、かつ、①原油等の仕入単価が２０％以上上昇してい

る、②売上原価に占める原油等の割合が２０％以上である、③最近３か月間の売上高に占める原油等の仕入

価格の割合が、前年同期の売上高に占める原油等の仕入価格の割合を上回っていることが必要です。 

※ 原油等とは、原油、揮発油、灯油、軽油その他の炭化水素油及び石油ガス等を指します。 

 

【提出書類】 

１ 必要書類 

  認定申請書 ２部 

 ※ 申請者の住所欄には、個人事業者は主たる事業所の所在地を、法人の場合は本店の所在地を、記載し

てください。 

２ 添付書類等 

＜個人事業者＞ 

 (1) 直近の確定申告書の写し（事業所の所在地と業種名の記載があるもの※）、又は許認可の必要な業種の

場合で許認可証に事業所の所在地の記載のあるもの等の事業所の所在地が確認できるもの 

※ 事業所の所在地と業種名の記載があれば、申告書第一表、青色申告決算書又は収支内訳書のいずれ

でも可 

※ ただし、直近の確定申告書において、申請する業種が記載されていない場合には、申請する業種を

営んでいることがわかるもの（許認可証の写し、売上伝票の写し等） 

 (2) 最近１か月間及び前年同期の原油等の仕入単価がわかるもの（伝票等） 

 (3) 最近３か月及び前年同期の原油等の仕入価格、売上高のわかるもの（試算表、売上台帳等） 

 

 ＜法人＞ 

 (1) 現在事項全部証明書（登記簿謄本等）またはその写し（３か月以内）･･･１通 

  ※ ただし、現在事項全部証明書（登記簿謄本等）において、申請する業種が登記されていない場合に

は、申請する業種を営んでいることがわかるもの（許認可証の写し、売上伝票の写し等） 

 (2) 最近１か月間及び前年同期の原油等の仕入単価がわかるもの（伝票等）  

 (3) 最近３か月及び前年同期の原油等の仕入価格、売上高のわかるもの（試算表、売上台帳等） 

 

【留意事項】 

 １ この認定とは別に、金融機関、広島県信用保証協会による金融上の審査があります。 

 ２ 金融機関等が申請者の代理で申請手続を行う場合には、申請者からの委任状（代理申請者の氏名を明

記したもので様式は任意）が必要です。 

 

【申請・問い合わせ先】 

 (公財)広島市産業振興センター 中小企業支援センター 

 〒733－0834 

 広島市西区草津新町一丁目２１番３５号 広島ミクシス・ビル 

 TEL ０８２－２７８－８０３２ FAX ０８２－２７８－８５７０ 

【問い合わせ先】 

 広島市役所 経済観光局 産業振興部 産業立地推進課 

 〒730－8586 

 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

 TEL ０８２－５０４－２２４１ FAX ０８２－５０４－２２５９ 

 

 

 


